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 中国の経済成長はすさまじく、約 30年間年率 10%前後の成長をし、ここ 2～3年やや鈍化しているが、そ
れでもＧＤＰ成長率は 2011年 9.3%、2012年実績で 7.7%で今やＧＤＰ世界第 2位の経済大国である。 
しかも向こう 5年の 2013年～17年までの年平均伸び率はＯＥＣＤ予測で年率 8.3%の見込みとなっている。 
従って、今や 1バーレル当たり 100ドル前後と高騰した石油の輸入も今後当分は年率 8.3%前後で増加する見
込みである。年率 7%の成長率を 10年続け、1人当たりＧＤＰを 10年で所得倍増させる計画を立てている中
国であるから、エネルギー総使用量も 10年以内に 2倍になる見込みである。 
 しかも、中国のＧＤＰ単位当たりエネルギー消費量は日本の 7倍、世界平均の 2倍も使っており、エネル



































・これを 10年続けると、7%成長を 10年でＧＤＰは丁度 2倍になるので、同じ計算から、最初の 10年で中
国のエネルギー効率は 2倍となり、単位ＧＤＰ当りのエネルギー消費量は日本の 7倍から 3.5倍に減ること
になる。 
 同じ論理で、次の 10 年間もまた、年率 7%でエネルギー効率を高めていくと、今から 20 年後には、中国
のエネルギー効率は、今の日本の 1.75倍（3.5倍の 2分の 1）まで上昇している筈である。そこで、更にもう
10年年率 7%でエネルギー効率を高めていくと、今から 30年後には、中国のエネルギー効率は、今の日本の
0.88倍（1.75倍の 2分の 1）となり、今の日本のエネルギー効率とほぼ同じ水準に並ぶことになる。 
（説明）理論上の計算はこの通りであるが、実際には 7%成長が 30年も続くことはありえないが、一方、現


















































 4月 1日の日本経済新聞・朝刊一面の本日のトピックス記事のまとめPR欄に以下の記事が掲載されていた。 
ニセ物 9 割、中国から。 
 「偽ブランド品など知的財産権を侵害した物品を全国の税関で差し止めた件数が 2012年に 2万 6千件に達
し、過去最高を記録した。日本企業の国内外での被害額は年 1,000 億円を越え、出所は中国からが 9 割を上
回った」。 



























































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011年 9.2            
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013年             
1月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
 
